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略語表 

略語 英語名称 日本語訳 

AD Aerodrome 飛行場 

ADS-B Automatic Dependent Surveillance-

Broadcast 

放送型自動従属監視 

AIP Aeronautical Information Publication 航空路誌 

AIS Aeronautical Information Services 航空情報業務 

ANS Air Navigation Service 航行援助業務 

ANSP Air Navigation Service Provider 航行援助業務実施機関 

IAP Instrument Approach Procedure 計器進入方式 

ATC Air Traffic Control 航空交通管制 

ATFM Air Traffic Flight Management 航空交通情報管理 

（TAN 内部名称） 

ATM Air Traffic Management 航空交通管理 

ATS Air Traffic Services 航空交通業務 

CAA Civil Aviation Agency タジキスタン民間航空庁 

CAT Category カテゴリー（運航分類） 

CNS Communication Navigation 

Surveillance 

通信・航法・監視 

DIA Dushanbe International Airport ドゥシャンベ国際空港公社 

DME Distance Measuring Equipment 距離情報提供装置 

EASA European Aviation Safety Agency 欧州航空安全機関 

EBRD European Bank of Reconstruction 

and Development 

欧州復興銀行 

FIR Flight Information Region 飛行情報区 

FOSA Flight Operational Safety 

Assessment 

運航安全性検証 

GPS Global Positioning System 全地球的測位システム 

HF High Frequency 高周波数 

IATA International Air Transport 

Association 

国際航空運送協会 

ICAO International Civil Aviation 

Organization 

国際民間航空機関 

IFR Instrument Flight Rule 計器飛行方式 

ILS Instrument Landing System 計器着陸装置 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

MEA Minimum En-route Altitude 最低経路高度 

MET Meteorological Services 気象業務 

MVA Minimum Vectoring Altitude 最低誘導高度 

NDB Non-Directional Beacon 無指向性無線標識施設 

NOTAM Notice to Airmen ノータム（文字式航空情報） 

NM Nautical Mile 海里 

OJT On-the-Job Training 実地訓練 

PANS-OPS Procedures for Air Navigation 

Services – Aircraft Operations 

航空業務方式－航空機運航 
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PBN Performance Based Navigation 性能準拠型航法 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリッ

クス 

PO Plan of Operation 運営計画 

RNAV Area Navigation 広域航法 

RNP Required Navigation Performance 航法性能要件 

RNP-AR Required Navigation Performance – 

Authorization Required 

当局の承認が必要な航法性能要

件 

RWY Runway 滑走路 

SAR Search and Rescue 捜索救難業務 

SID Standard Instrument Departure 標準計器出発方式 

SMS Safety Management System 安全管理システム 

SSP State Safety Program 国家（航空）安全計画 

SSR Secondary Surveillance Radar 二次監視レーダー 

STAR Standard Instrument Arrival 標準計器到着方式 

SUE State Unitary Enterprise 国営単一企業体 

TAN Tajik Air Navigation タジキスタン航空管制公社 

VFR Visual Flight Rule 有視界飛行方式 

VHF Very High Frequency 超短波 

VOR VHF Omnidirectional Radio Range 超短波全方向式無線標識施設 

WAM Wide Area Multilateration 広域マルティラテレーション 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 

 

1.1 プロジェクトの背景 

タジキスタンは、山岳地帯が国土の93％を占める内陸国であるため、航空輸送は、国際輸送又

は長距離輸送モードとして社会・経済活動を支える重要な役割を果たしている。近年の経済成長

に伴い航空需要は増加しており、「National Target Development Strategy for Transport Sector 

in Tajikistan to 2025」の中で、空港や航空管制システムの整備を通した航空輸送の強化が目標

の一つとして掲げられている。 

ドゥシャンベ等主要空港の施設の整備は国際ドナー機関の支援により行われてきたが、航空管

制分野に関しては改善が進まず、2008年国際民間航空機関（ICAO）による民間航空システムの

安全監査が行われた際に、ソ連時代の古い規則・ガイドラインや運営マニュアルが国際航空航法

基準に十分適合していない点が指摘され、安全性の高い航空管制のための体制構築・能力強化が

喫緊の課題であり、ICAO基準に準拠した航空管制官訓練プログラム実施に関する勧告がなされ

た。これを受けて運輸省は航空規則の整備を開始し、我が国に対して同国の航空管制機関である

タジキスタン航空管制公社（TAN）に対する技術支援を要請し、JICAは技術協力「航空管制能

力強化プロジェクト」（2016～2018年）を実施した。その中で、航空管制業務のマニュアルの改

善、航空管制官研修の実施、航空情報の発行手順のマニュアル化等を行って、タジキスタンにお

ける航空管制の実施能力強化を支援した。プロジェクトには、ICAO基準に基づく飛行方式設計

者の基礎的な研修及びドゥシャンベ空港の従来型飛行方式案の設計も含まれていた。 

他方、ICAOでは、航空機の運航において、衛星技術を活用したより効率的かつ安全性の高い

性能準拠型航法（PBN）の導入を世界的に進めており、各国が統一された仕様によるPBN飛行

方式の設定を進めて、全世界的にサービスレベルが一定したシームレスな運航環境を目指してい

る。PBN飛行方式は、GPS等からの位置情報により最短距離の飛行や地上の無線航行援助施設

の条件にかかわらず安全で効率的な飛行が可能になるため、ICAOの世界航法計画の最優先事項

となっている。タジキスタンは、現在、資金不足のために最新技術の導入が遅れ、旧ソ連諸国の

中でPBN未導入の最後の国となっており、その理由でタジキスタンの上空飛行を避ける航空会

社も存在するなど、航空輸送強化のボトルネックとなっている。このような状況に対して、TAN

はICAO基準を満たす航空管制システムに切替えるためにはPBN導入が必要と考え、ICAOの助

言を受けてPBN導入計画「PBN Implementation Plan for the period of 2017 to 2022」を作成

し、2017年5月に運輸省から承認された。しかし、PBN飛行方式の導入に係る実務能力が不足し

ており、フィリピン、インドネシア、ベトナム、ミャンマー等においてPBN飛行方式の導入支

援の実績がある日本政府に、技術協力プロジェクトの実施を要請したものである。 

 

1.2 調査の目的 

本詳細計画策定調査は、技術協力プロジェクトの実施に向けて、タジキスタンでの現地調査を

通じ、要請背景、タジキスタンの航空管制の現状、TANにおける航空管制業務等に係る能力、体

制、課題等を確認し、収集した情報を分析・整理する。そして、タジキスタン側とプロジェクト
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の協力の枠組みについて確認・協議し、プロジェクト実施に関する合意文書（M/M: Minutes of 

Meeting、R/D案を含む）の締結を行うと共に、事前評価を行うことを目的に実施された。 

 

1.3 調査団の構成 

調査団の構成は以下のとおりである。 

担当事項 氏名 所属 

総括 上田 博之 独立行政法人国際協力機構（JICA） 

運輸交通セクター専門員 

飛行方式設計 山根 厚志 一般財団法人航空交通管制協会 

協力企画 寺岡 裕介 JICA 社会基盤・平和構築部運輸交通・情報通信グループ 

 

1.4 調査日程 

調査日程は以下のとおりである。 

 日付 曜日 業務内容 

8 月 26 日 月 コンサルタント団員（山根） 東京発、ソウル経由アルマトイ着 

8 月 27 日 火 アルマトイ発、ドゥシャンベ着、JICA 事務所訪問（午後） 

8 月 28 日 水 10:00 ～TAN との面談（関係部署全体会議） 

   調査スケジュールの説明、TAN の組織、業務の概要、一般事項等の資料・情報収集 

14:00～TAN（開発企画担当）との面談 

   TAN の業務、プロジェクトに向けた取り組み等更なる資料・情報の収集 

8 月 29 日 木 10:00～TAN（開発企画担当）との面談 

   PBN 導入計画、プロジェクト実施体制に関する資料・情報収集 

8 月 30 日 金 10:00～測量・地図製作会社との面談 

   地図製作に係る資料・情報収集 

8 月 31 日 土 資料整理、中間報告書作成 

9 月 1 日 日 JICA 本部団員（上田、寺岡）が合流（モスクワ経由ドゥシャンベ着） 

9 月 2 日 月 09:00～JICA 事務所訪問 

11:00～EBRD ドゥシャンベ支所との面談 

   EBRD 技術支援プロジェクトに関する資料・情報収集及び実施の調整 

14:00～TAN 総裁との面談 プロジェクトに関する要望、方針等の確認 

16:00～民間航空庁（CAA）訪問 

   CAA の組織、プロジェクトへの関わり方等に関する情報収集及び協議 

9 月 3 日 火 10:00～PDM（案）及び PO（案）に関する TAN との協議 

9 月 4 日 水 09:00～資料修正 

13:00～PDM（案）及び PO（案）に関する TAN との協議 

9 月 5 日 木 09:00～資料修正 

14:00～CAA への協議結果の説明、協議議事録（MM 案）等に関する TAN との協議 

9 月 6 日 金 09:00～R/D（案）及び MM（案）に関する TAN との調整 

14:00～関係者による MM への署名（TAN 総裁、上田団長、CAA 副長官立ち合い） 

16:00～日本大使館への報告 

9 月 7 日 土 ドゥシャンベ発、モスクワ経由（上田、寺岡）、アルマトイ経由（山根） 

9 月 8 日 日 東京着 



1 - 3 

1.5 主要面談者 

主要面談者は以下のとおりであった。 

 

① 民間航空庁（Civil Aviation Agency） 

Name Title /Division 

Nabizoda Aziz Abdusamad Deputy Director 

 

② タジクエアナビゲーション（SUE TAN：State Unitary Enterprise “Tajikairnavigation”） 

Name Title /Division 

Loik Ashurov Director General 

Sheraliev Bakhtiyor Head of Development Department 

Khumorov Bakhtiyor Deputy Head of Main Center, in charge of AIS 

Muhamadaminshoev 
Firuz 

Head of Main Center 

Rajabov Davron Head of ATS Department 

 

③ 欧州復興銀行（EBRD：European Bank for Reconstruction and Development） 

Name Title /Division 

Jamshed 
Rahmonberdiev 

Principal Banker, Dushanbe Resident Office 

 

④ 日本大使館 

Name Title /Division 

Tsutsui Akiyuki 二等書記官 

 

⑤ JICA タジキスタン事務所 

Name Title /Division 

田邉 秀樹 所長 

井上 建 次長 

桑原 尚子 所員 
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第2章 プロジェクト実施の背景 

 

2.1 タジキスタン国概要 

タジキスタン共和国（以下、タジキスタン）は、旧ソビエト連邦から1991年に独立した中央ア

ジアに位置する内陸国で、東は中華人民共和国、南はアフガニスタン、西はウズベキスタン、北

はキルギスタンと国境を接している。面積は14.31万km2（CIS統計委員会）で、人口は930万人

（2019年国連人口基金）となっている。民族の構成は、タジキスタン国統計庁によると、タジク

系（84.3％）、ウズベク系（12.2％）、キルギス系（0.8％）、ロシア系（0.5％）、パミール系そ

の他（2.2％）となっている。公用語はタジク語でロシア語も広く使われている。宗教はイスラ

ム教スンニ派が優勢である。首都は西部に位置するドゥシャンベ市で、全人口の約1割を占め、

政治・経済の中心である。その他の主要都市としてはホジャンド、ガルム、パンジケント、ボフ

タール、クリャブ、クロブ、ホロブ等がある。 

国土の93％が山岳地帯であり、東部は「世界の屋根」とも呼ばれるパミール高原を抱えてい

る。最高峰は標高7,495mのイスモイル・ソモニ峰で、主要河川はアムダリヤ川、ヴァフシュ川、

パンジ川、バルタン川、ザラフシャン川である。平地は少なく、北部のホジャンド周辺、中部の

ドゥシャンベ周辺と南部の一部地域が産業地域となっている。ドゥシャンベで約海抜800mであ

り、全般的に標高は高い。内陸性の気候で夏は高温で冬は寒い。1年を通じて雨は少ないが、北

部のホジャンド地域は湿潤で南部に行くほど乾燥している。 

政治体制は共和制で、元首はエモマリ・ラフモン大統領（2016年大統領の任期制限撤廃）、議

会は上院（国民議会）と下院（代表者会議）の二院制である。ロシアとの関係が深いが、隣国ウ

ズベキスタンとは複雑な関係であり、2017年3月、航空路や国境ゲートの再開が実現するなど関

係改善の傾向にある。 

主要産業は、綿花栽培を主とした農業であり、アルミニウム生産や水力発電の工業も盛んであ

る。GDPは79億ドル、一人当たりのGDPは825.8ドルであり、経済成長率は7.0％となっている。

（いずれも2018年IMF推計） 物価上昇率は3.8％（2017年IMF推計）、失業率は2.3％（2016年タ

ジキスタン国統計庁）。貿易額は、輸出11.98億米ドル、輸入27.75億米ドルであり（2017年CIS統

計委員会）、貿易収支は輸入超過が続いている。2016年タジキスタン国統計庁によれば、主要な

貿易品目は、輸出が繊維・繊維製品（主に綿花関係）、電力、青果であり相手国はトルコ、カザ

フスタン、ロシア等、輸入は繊維製品、鉱物（主にボーキサイト）、小麦等であり、相手国はロ

シア、中国、EU等である。独立後の内戦終了後は経済が成長に転じたが、失業率は高く経済状

況は厳しい。最近は、ロシア等にいる海外出稼ぎ労働者からの送金も減少し、GDPの成長は鈍化

している。 

経済協力関係では、日本からの有償資金協力はなく、無償資金協力が2017年までの累計で

351.93億円、技術協力が78.77億円である。主要な援助国は、米国、スイス、ドイツ、日本、英国

となっている。 

 

2.2 国家政策における航空セクターの位置づけ 

タジキスタンでは、従来から航空輸送の強化を優先政策としている。「2025年までのタジキス
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タン運輸セクター開発戦略」（National Target Development Strategy for Transport Sector of the 

Republic of Tajikistan to the Year 2025、2011年策定）においては、運輸セクターの開発がタジキス

タンの経済発展を担保するものと位置づけ、航空セクターにおける2015年までの短期計画として

ドゥシャンベ国際空港の国際線ターミナルの建設、航空機の購入、航空保安施設の整備及びボフ

タール国際空港の整備を掲げて実施された。航空セクターの開発は、2025年を目標に国際機関等

の資金援助を使って引き続き進められており、ドゥシャンベ空港に新管制塔が建設され、航空管

制システムの整備、ホジャンド空港の気象観測システム、通信設備の整備等が計画されている。 

 

2.3 我が国援助方針との関連 

我が国の「対タジキスタン共和国国別開発協力方針」（2018年9月）では援助の意義を以下の

様に述べている。 

タジキスタンは、東・南アジア、欧州・ロシア、中東のそれぞれを結ぶ地域に位置しており、

同国の安定は、中央アジアひいてはユーラシア地域全体の安定にとって重要であり、また隣国

アフガニスタンの自立と安定に向けた国際社会の取り組みにおいても不可欠である。1992年か

ら1997年の内戦は社会・経済インフラの荒廃と人材流出をもたらした。1997年の和平合意以

降、経済社会状況は改善し、全体として堅調な経済成長を達成してきたが、近年その速度は鈍

化。 

同国は、石油・天然ガス等のエネルギー資源に乏しく、また、長く続いた内戦の影響により経

済発展が遅れたこともあり、国民1人当たりの所得は依然独立国家共同体（CIS）諸国中最も低

い水準である。運輸・エネルギーといった経済インフラの老朽化や投資ビジネス環境の未整備

は、経済発展を阻害する要因となっている。上水道や保健医療をはじめとする基礎的社会サー

ビス分野の整備も不十分であり、国内における雇用の不足も大きな課題となっている、さら

に、アフガニスタンと長大な国境を有する同国は、中央アジア諸国を含む地域にとって麻薬・

テロリズム・暴力的過激主義からの防波堤として重要な役割を果たすため、国境管理の強化を

はじめとする治安対策の向上が不可欠である。 

これらの状況を踏まえ、タジキスタンに対してODA を通じた支援を行っていくことは、二国

間関係の発展や「人間の安全保障」の観点から、また同国が抱える様々な課題の解決を後押し

しつつ、その安定に貢献し、ひいては隣国アフガニスタンを含む地域全体さらには国際社会全

体の安定に寄与するという観点から意義がある。 

 

我が国のODAの基本方針（大目標）では、「持続的で安定した経済・社会発展が可能な国造り

支援」とし、経済・産業開発基盤整備、基礎的社会サービス及び安定化促進の三分野を中心に持

続可能な発展に向けた同国の取り組みを支援する。 

重点分野（中目標）としては、①経済・産業開発基盤の整備、②基礎的社会サービスの向上、

③安定化促進が上げられている。「①経済・産業開発基盤の整備」の中で、「航空管制の能力強

化」が支援の一つに挙げられている。「ドゥシャンベ国際空港整備計画（第一次、第二次）」、

「ソグド州及びハトロン州東部道路維持管理機材整備計画」等が無償資金協力で実施され、「航

空管制能力強化プロジェクト」、「道路災害管理能力向上プロジェクト」（継続中）が技術協力

プロジェクトで実施された。本プロジェクト「PBN導入および航空管制機材整備プロジェクト」
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も当該分野に含まれる。 

さらに、留意事項として、「運輸・物流」、「観光」を我が国の優先協力分野に定めており、

航空交通の安全性の向上は密接に関係する。また、「国際機関をはじめとする他ドナーと連携

し、効果的・効率的な支援の実施に努める。」とされている。 

本プロジェクトは、開発課題の一つである「経済・産業開発基盤の整備」の中に位置づけられ

た「航空管制の能力強化」の一環となる。無償資金協力「ドゥシャンベ国際空港整備計画」にお

ける計器着陸装置の整備等及び航空管制能力強化プロジェクトに引き続きタジキスタンにおける

航行援助業務の能力を強化し、航空輸送の効率化及び安全性の向上に貢献するものと期待され

る。 

 

2.4 航空交通の現状 

2.4.1 地勢的特徴 

タジキスタンは山岳地帯にある国で、東部のパミール地域は7,000m級の山々が聳える。西部に

行くに従って標高は低くなるものの3,000mから4,000mの山々があり、山地の間にわずかな平地が

広がっている。 

大部分の航空路は国土の西側を通っており、アフガニスタンからウズベキスタンにつながる南

北又は南東から北西方向につながるルートが多い。タジキスタンから北東のキルギス方面とつな

がる航空路もある。いずれも山岳地の影響を受けて最低経路高度（MEA）は高くなっている。 

一方、平地にある空港の標高は高く、山に囲まれて空域が狭く、航空機の発着に使用される進

入方式・出発方式の条件に影響するところも多い。 

 

図 2-1 タジキスタンの航空路（出典：TAN） 

●クリャブ 

●ドゥシャンベ 

●ボフタル 

●ホジャンド 
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2.4.2 空港及び航空需要 

（１）空港 

タジキスタンには、定期便の運航に使用されている次の4つの国際空港がある。 

・ドゥシャンベ国際空港 

・ホジャンド国際空港 

・クリャブ国際空港 

・ボフタール（旧クルガンチュペ）国際空港 

それ以外には、パミール地域の小都市等に存在する飛行場があり、ドゥシャンベ空港等との間

で小型機又はヘリコプターで不定期に旅客貨物が輸送されている。 

各空港の滑走路諸元は、AIP（ロシアのAIPに含まれている）によれば次のとおりである。

3,000mクラスの滑走路長があれば、標高が高い空港でも中型のジェット旅客機の離着陸には支障

はない。 

 

表2-1 国際空港の滑走路諸元 

空港名 滑走路長×幅（ｍ） 滑走路番号 標高（ｍ） 

ドゥシャンベ（Dushanbe） 3,112×45 09/27 784.7 

ホジャンド（Khudzhand） 3,200×50 08/26 442.0 

クリャブ（Kulab） 3,000×45 01/19 699.4 

ボフタール（Bokhtar） 2,285×42 17/35 448.7 

 

4つの国際空港は、それぞれの空港公社が管理運営している。その他の地方空港は、地方自治

体が管理し、TANがFIS（飛行情報業務）を実施しており、全部で12空港（飛行場を含む）あ

る。 

ドシャンベ空港では、国際線旅客ターミナルビルが2014年に新設され、我が国の支援により建

設された新国際貨物ターミナルビルは2018年から供用されている。ホジャンド空港及びボフター

ル空港に関しては、ターミナル施設の改修工事が進められている。 

 

（２）航空ネットワーク 

航空ネットワークについては、国際線ではドゥシャンベはモスクワ、ノボシビルスク等ロシア

の各地、アルマトイ（カザフスタン）、イスタンブール（トルコ）、ドバイ（アラブ首長国連

邦）、タシケント（ウズベキスタン）、カブール（アフガニスタン）、フランクフルト（ドイツ）、

バクー（アゼルバイジャン）等と結ばれている。ホジャンド、ボフタール、クリャブからもロシ

アの都市を結ぶ国際線がある。国内線はドゥシャンベとホジャンドを結ぶ路線のみ運航されてい

る。 

就航する航空会社は、国内にタジク航空（Tajik Air:国営航空会社）、サモン航空（Somon Air:

民間航空会社）があり、主にロシア圏の各地とドゥシャンベ、ホジャンドを結ぶ路線に B767 又

は B737 の航空機を運航している。サモン航空は、ロシア以外にもフランクフルト、アルマトイ、

ドバイ、イスタンブール等への路線も運航している。海外の航空会社は、ロシア、中国、カザフ

スタン、ウズベキスタン、トルクメニスタン、アラブ首長国連邦、アフガニスタン、アゼルバイ
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ジャン、アルメニア等の航空会社が就航している。国内のドゥシャンベとホジャンドの路線はタ

ジク航空及びサモン航空が運航している。クリャフ空港では、ロシアの航空会社とサモン航空が

モスクワ間に週 2 便運航し、ホジャンド空港ではロシア、中国との間に週 10 便が運航している。 

（３）航空交通量 

航空交通量は、下段の表のとおりであり、各空港を発着する航空機とタジキスタン上空を通過

する航空機（Over-flying）を合わせても年間50,000機程度であり、そのうちの半分以上は上空通

過機となっている。以前は年々減少していたが、2016年を底に最近は増加傾向にある。空港別で

は、ドゥシャンベ空港が突出して多く、全空港の3分の2程度となっている。ドシャンベ空港でも

日当たりでは2018年で35機（発着各1機）であり、一部の時間帯以外は閑散とした状況である。

上空通過機は、アフガン紛争の影響で交通量が大幅に減っていたが、最近では回復傾向にあるも

のの、航空管制サービスの品質に対する懸念もあり、アフガン紛争以前のような交通量とはなっ

ていない。また、最近では、タジキスタンの空港での燃料コストの上昇から運休、減便等になる

ケースも多い。 

 

表2-2 航空交通量 

空港＼西暦 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 

Dushanbe 14,455 12,834 11,512 11,903 12,296 

Hujand 6,304 5,774 4,878 4,935 4,725 

Bokhtar 1,656 1,699 919 1,072 1,097 

Kulyab 1,074 970 655 1,321 519 

Over-flying 31,644 28,965 27,014 30,065 33,041 

空港合計 23,489 21,277 17,964 19,231 18,637 

全合計 55,133 50,242 44,978 49,296 51,678 

日平均（全数） 151 138 123 135 142 

対前年比（全数） - 91% 90% 110% 105% 

出典：TAN 

 

  



2 - 6 

2.5 航行援助業務の現状 

2.5.1 航空関連機関 

タジキスタンの航空関連機関の関係は次のとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 タジキスタンにおける航空関係組織の相関図 

 

CAA が行政機関で、TAN、４空港公社及び航空会社の 1 社（Tajik Air）が国営企業である。空

港会社は、上記の 4 つの国際空港をそれぞれ管理、運営するものの、航空管制に関連する業務は

TAN が所掌する。TAN は、全国の航空管制及び関連業務を 1 社で実施する。 

 

2.5.2 民間航空局 

タジキスタンにおける航空行政は、CAAの所管のもとで執り行われ、CAAは航空当局として

監督機関（レギュレーター）の役割を担っている。以前は運輸省の下部組織であったが、2018年

から独立した行政機関になった。主な組織と機能は次のとおりである。 

 主要な業務は「法令の整備及び許認可(Legislation & Approval)」、「サービスプロバイダーの

監督(Oversight)」、及び「国際間の取り決め及び業務に関する取りまとめ」である。 

 職員は約 50 名（幹部職員を含む）、航空の技術的な専門家（経験者）はいない。海外で技術

研修を受けて職務能力を向上させている。 

 書類を確認して許認可をすることが現在の業務スタイルであるが、内容を審査するための専

門性を持つ職員がいないため、関係者を集めた協議の議事録を根拠として是非を判断する。 

 乗員の資格、航空機の航行許可（運航承認）については、制度や能力が整っておらず、EBRD

の技術支援を通して能力開発を行う予定。 

 航空情報は国（CAA）が管理しており、航空情報（AIP）の作成、変更及び取り消し等の手

続きは、航空当局（CAA）が承認の上、TAN が発行する。 

 飛行方式についても同様で、TAN が作成した飛行方式（案）を CAA の管理の下、関係者が

検証し、安全性や品質を確認した上で CAA が承認する仕組みとなっている。その後、飛行方

式図等の AIP が発行される。 

 関係者を集めた協議会は、CAA が議長となって案件に伴う要請に応じて開催される。メンバ

ーは、TAN、空港会社（関係する空港のみ）、タジク航空及びサモン航空が基本である。話し

【Servise Providers】 

State Committee 

CAA（航空当局） TAN（航空管制公社） 

Airport Company （４空港公社） 

【Regulator】 

地方空港（地方自治体管理の小飛行場） 

Air Lines（2 航空会社） 承認・監督 
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合いの結果、問題点、解決策、決定事項等は議事録(MM)として残され、CAA が承認（署名）

して内容が有効になる。MM は決定事項の証拠となり、ガイダンスとしても効力がある。 

 AIP の承認方法も同様で、個別に AIP 案を会議で審査し、問題がなければ発行を TAN に指

示する。 

 

2.5.3 タジクエアナビゲーション 

（１）機 能 

タジキスタンにおいて航空管制サービスを行っているのはタジクエアナビゲーション（TAN: 

Tajik Air Nagigation）である。TAN は、国営単一企業体（SUE: State Unitary Enterprise）であり、

元々、国営タジク航空に一元化されていた航空関連のサービスが航空会社、空港会社及び航空

管制会社に分かれて発足した。タジキスタンにおける航行援助業務の機能を担っている。 

 

（２）組 織 

TAN の組織は、2016 年に航空交通情報管理（ATFM 部門）、航空保安（Security 部門）が新

設され、航空管制業務（ATS 部門）、施設維持管理（CNS 部門）、気象観測（MET 部門）及び

管理系職種（SMS 部門を含む）に追加された。2018 年 8 月には管理系の安全・品質管理部門

は「Development Department」に変更されて独立し、飛行方式設計及び国際関係業務を取り

込むことになった。また、航空情報業務（AIS）が ATFM 部門に新設された。現在の組織は下

図のとおりである。 
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（３）人 員 

人員については、実務部門では職員の減少が続いていたが、退職者は減り、3 人の管制官を新

たに採用することで職員数の不足は解消した。タジク航空から航空管制の資格を持つ航空士

（Navigator）を中途採用するなど人材を強化している。2014 年～2018 年各年の官署別・部門

別職員数は次表のとおりである。なお、地方空港以外は、TAN 本部とドゥシャンベ空港の関係

職員を合わせた人数となる。 

 

表 2-3 TANの職員数の推移 

部門＼西暦 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

幹部・管理職員 26 26 29 43 46 

管理系部門 40 45 39 40 39 

ATS 75 78 66 52 55 

CNS 77 80 68 68 67 

MET 20 19 18 17 18 

Security - - 28 39 39 

ATFM - - 11 21 15 

Training Center - - - 3 3 

Khujand 空港（ATS） 36 36 38 36 36 

Khujand 空港（管理） 15 14 14 15 15 

Khujand 空港（CNS） 30 32 32 32 30 

Khujand 空港（MET） 15 15 16 14 13 

Kulyab 空港（全体） 34 35 36 36 39 

Bokhtar 空港（全体） 24 26 27 26 25 

FIS* 21 21 21 23 23 

合計 413 427 443 465 461 

*FIS: Flight Information Service（飛行情報提供業務、地方飛行場に配置されている。） 

出典：TAN 

 

AIS を含めた ATFM 部門では職員不足状態であったが、ここでもタジク航空からの中途採用

者を当てて人材を強化している。地方空港の官署に関しては増減が少なく、ほぼ一定数で推移

し、業種別の構成も安定している。 

飛行方式設計者に関しては、兼務となっており、現在、ICAO 標準の飛行方式設計に関する

研修を終了した ATS 2 名及び AIS 2 名の職員が従事している。 

 

（４）財政制度等 

TAN は国営企業として独立した採算制度で経営されている。主な収入としては、空港に発着

する航空便及びタジキスタン上空を通過する航空便に対する航行援助料になる。これは、航空

管制サービスを提供することの対価で航空機の大きさに応じて 1 機ずつから徴収する。従って、

交通量が増えれば収入も増加する。 
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TAN の財務状況については、下表のように収入が支出を上回って推移している。収入の大部

分は、国内の空港を発着する航空機及び上空通過する航空機に対する航行援助料収入である。

最近では、上空通過する航空機が若干ながら増加することで収入も増えている。経常利益はプ

ラスとなっているが、ソムニ（現地通貨）額では余り変わらないものの、ドル換算すると最近

は以前に比べて少ない状況である。2017 年は収入的にも底になっており、2018 年は回復が見

られた。担当者によれば、予算的には厳しい面もあるが業務に支障が出るほどではないとのこ

とであり、管制塔の新設に合わせて隣接する運用センターも施設の内装が改修されており、窮

乏しているほどではないと感じられた。 

 

表 2-4 TANの収支概要（ソムニ額） 

項目＼西暦 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

Gross 

Income 

60,785,076 70,600,260 74,985,757 74,441,569 85,585,771 

Expense 38,213,402 43,651,388 43,417,178 53,292,822 58,300,585 

Profit 22,571,674 26,948,872 31,568,579 21,148,747 27,285,186 

Income tax 5,417,201 6,467,729 7,260,773 4,864,211 6,275,592 

Net Income 17,544,472 20,481,142 24,307,805 16,284,535 21,009,593 

出典：TAN 

表 2-5 TANの収支概要（米ドル額） 

項目＼西暦 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 

Gross Income 12,315,640 11,479,717 9,998,100 8,915,157 9,374,126 

Expense 7,742,402 7,097,786 5,788,957 6,382,373 6,385,606 

Profit 4,573,238 4,381,930 4,209,143 2,532,784 2,988,519 

Income tax 1,097,577 1,051,663 968,103 582,540 687,359 

Net Income 3,475,660 3,330,267 3,241,040 1,950,243 2,301,160 

出典：TAN 

 

2.5.4 航空管制業務の現状 

（１）空域構成 

タジキスタンの空域構成については、各国際空港の周辺には管制圏が設定され、その外側に

は進入管制を実施するためのターミナル管制区が設定されている。空港周辺以外は航空路管制

区になり、タジキスタンの国土にほぼ重複して TAN の管轄区域となり、飛行情報区（FIR）と

もなっている。軍用に使用が制限される空域も存在するものの、範囲は小さく、区域数及び使

用頻度も少ない。 

航空路については、2018 年には、アフガニスタン、イラン、トルクメニスタン等につながる

航空路が新設された。その後新たな航空路（PBN による飛行ルート等）の設定については、国

際会議の場で IATA（国際定期航空協会）の要望を受けることがあるが、実際に具体化するため

の検討や協議に入ったものはない。但し、中国とはタジキスタン東部の地域（高山地域であり、

現在は航空路がない）への航空路の設定の協議を打診している。地上無線施設のサービスエリ
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ア外で、PBN 経路になる見込みである。 

軍用機との関係は、通常ヘリコプターが運航されるが頻繁ではない。ヘリコプター及び戦闘

機による大規模演習が時々実施されることもある。 

FIR（Flight Information Region）：飛行情報区 

 

（２）業務の現状 

ドシャンベ空港ではフランスの援助で建設されていた新管制塔が完成し、2019 年 6 月 27 日

から飛行場管制の運用を開始した。管制卓及び情報・通信機器は更新しておらず、以前の管制

塔から移設して使用している。レーダー管制機器については従来のままで、運用室の内装が改

修されたが、管制席の構成（En-route, Approach, Radar）は変わらず、依然と変わらない航空

路管制及び進入管制の運用が行われている。新管制塔の供用に合わせた航空管制方式の改善は

達成されておらず、前回のプロジェクトで取り組んだ航空管制手順やマニュアルの改正は進ん

でいない。 

ホジャンド空港に関しては、空港周辺に進入管制区及び管制圏の管轄空域が設定されており、

従来通りの方法で、進入管制及び飛行場管制が実施されている。ボフタール空港及びクリャブ

空港では、管制圏のみであり飛行場管制が実施されている。 

AIS に関しては、ロシアの AIP からタジキスタンの AIP を分離し、独立した AIP を確立す

る作業は進んでおらず、AIP の公示案の作成及び発行手続きもロシアにある外部の会社に依頼

する従来からのやり方を続けている。TAN が独自に AIS データベースを保有するには、資金的

または能力的に不足するところが多いことが理由になっている。 

なお、ドゥシャンベ空港等国際空港は 24 時間運用しており、航空管制官等の運用職種は夜勤

のあるシフト体制で勤務している。 
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出典：ロシア AIP 

図 2-4 最近のロシア AIPに見られるタジキスタン関連情報 

 

2.5.5 航空管制・保安システムの現状 

ドゥシャンベ空港及びホジャンド空港には、航空管制システムが整備されており、レーダー

情報及び航空機の情報が統合されて表示される。また、飛行計画情報、気象情報及び通信操作

等はパネルで表示され、近代的な管制卓が使用されている。しかしながら、現行のシステムで

は将来、航空需要が増加した際、機能及び操作性、情報処理能力等において不足することが想

定されていることから、TAN ではドゥシャンベ空港において航空管制システムを更新する計画

が進んでいる。 

航空保安無線施設については、タジキスタンでは従来から航空路を構成し、空港の進入方式

及び出発方式で使用される無線施設は NDB であった。NDB は世界的には旧式の航行援助施設

であり、VOR や ILS 等の性能の良い無線施設に置き換わることが期待されている。ドシャンベ

空港、ホジャンド空港には ILS 装置が設置されている。ドゥシャンベ空港の滑走路 27 方向の

ILS 装置は、我が国からの機材供与で設置され 2017 年 3 月にタジキスタン側に引き渡された

が、飛行方式の承認が遅れており、現時点では運用に供されていない。最近では、PBN 方式の

導入を見据え、6 つの航空路用 DME 装置が新設された。主要 4 空港にはそれぞれ 1 か所、残

り 2 か所は北部と南部の空港以外の場所に設置されている。 

監視システムについては、航空路が配置されている範囲では、ADS-B（航空機から位置・高

度情報等を受診し、監視画面に表示させて、航空機の間隔を監視する装置）、及び WAM（航空
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機の位置情報表示装置）及び SSR（二次レーダー信号による航空機の位置表示装置）が使用さ

れており、低高度まで覆域が確保されている。SSR はドゥシャンベ空港の北側丘陵上に 1 か所

設置されている。3 つの監視システムによる個々のターゲット（航空機の位置）、管制卓の表示

画面上に一体となって表示されている。 

VOR：VHF 全方向レンジ装置（機材設置位置からの方位情報を提供する。） 

DME：距離測定装置。航空機から信号を受信し、応答信号を発信する地上の装置で、航空機は応答されて

きた電波を受信するまでに要した時間から距離を継続的に測定することができる。 

ADS-B：自動従属監視放送型 

WAM (Wide Area Multi-lateration)： 航空機からの二次レーダー応答信号を地上の複数の無線局で受信し、受

信に要した時間から相関的に航空機の位置・高度を測定するシステム 

 

2.5.6 飛行方式の設定状況 

4つの国際空港については、計器飛行方式（IFR）で飛行する航空機に対して標準出発方式

（SID）、標準計器到着方式（STAR）及び計器進入方式が設定されている。各空港の交通量、運

航路線、航空管制の運用方法等を考慮して、位置、飛行方向、飛行高度等の飛行条件が決定され

たのち、個々の飛行方式が設定される。タジキスタンは内陸国で山岳の影響を受けるため、一般

的には、航空機が速度や上昇・降下率等の制限を受ける飛行方式が多くなっている。また、使用

する滑走路の方向別に飛行ルートを広範囲に変えるため、SID、STAR及び進入方式ともに数多

くの飛行方式が設定されている。 

現在、各空港の進入方式は次表のとおりである。ホジャンド空港では滑走路の両方向にILS進

入方式が設定されている。ドシャンベ空港にもILS進入方式が設定されているが、滑走路27側は

ILS進入方式の設計は終了し、飛行検査・検証も完了しているが、CAAからのAIP発行の承認が

終了していない状態である。いずれのILS進入方式も、関連施設及び障害物に基づく最も基本的

な精密進入条件となるカテゴリー（CAT）-I運用となっている。 

 

表2-6 空港別の現行の進入方式の種類 

空港名 滑走路方向 進入方式 

ドゥシャンベ 09 ILS CAT-I進入方式、 

NDB進入方式 

 27 NDB進入方式、 

ILS CAT-I進入方式（予

定） 

ホジャンド 08 ILS CAT-I進入方式 

 26 ILS CAT-I進入方式 

ボフタール 17 VFR 

 35 VFR 

クリャブ 01 ILS CAT-I進入方式 

 19 VFR 

*VFRは有視界飛行方式であり、当該滑走路方向にはいずれの計器進入方式も設定されていないことを示す。 
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ドゥシャンベ空港では、滑走路の両方向ともNDBを使った進入方式が設定されているが、ほ

とんどの航空機はILS進入方式を使って着陸する。 

航空路は、NDBを使った航空路が主にパミール以外の西側の地域に多く設定され、現行20程

度の名称に区分されている。南北方向のコースを取る経路が多い。 

 

2.6 PBN飛行方式の導入に係る問題点及び改善の方向性 

（１）PBN飛行方式の導入計画の概要 

タジキスタンでは、PBN 導入計画（PBN Implementation for the Period of 2017 to 2022）が

策定されている。本計画では、主な内容として、航空路に RNAV 5 を導入予定で、従来の航空路

を重複または近い位置に設定することを想定している。ターミナル空域（SID 及び STAR）では

RNAV 1、進入方式は RNP 進入方式を設定する計画である。導入計画は 3 段階に分かれており、

フェーズ 1 は 2020 年までで RNAV5、RNAV1 の導入、フェーズ 2 は 2021～2022 年で主要空港

への RNP APCH（進入）の導入、フェーズ 3 では 2023～2025 年で空港への RNP AR 進入方式

の導入を目指している。（一部は 2022 年までに導入を目指す。） 

 

（２）PBN飛行方式の導入に係る問題点及び改善の方向性 

PBN 導入計画の妥当性、制度、基準の確立、関係各所の準備に時間がかかることが予想される。

想定される PBN の導入では、航行援助施設のサービスレベルも重要になるが、DME 地上装置の

電波覆域、ADS-B 又は SSR による監視範囲、HF/VHF の無線通信範囲（EBRD の資金援助で整

備予定）と飛行区域が高度的にも十分重なっているかを検証する必要がある。運航されている航

空会社の機材、乗員の PBN 対応については、現在のところ、一部の機種のみが対応可能であり、

今後は航空会社の準備状況に合わせて PBN 飛行方式の設計条件を決定し、適切な時期に対応す

るように働きかける必要がある。RNP-AR 方式を導入する場合に必要になる FOSA（Flight 

Operation Safety Assessment：安全性検証）については、ガイドラインが必要であり、航空会社

や管制機関、空港会社を含めた取り組みになるなど EBRD 技術支援による制度構築と連携して進

める必要がある。 

 

（３）EBRDローン及び技術支援プロジェクトへの期待 

TAN は欧州復興開発銀行（EBRD）の資金援助を受けて、航空管制関連施設の整備を実施する

ことになっている。EBRD ローンにより購入予定物品は以下のとおりであるが、飛行方式設計ツ

ール及び PBN 関連の設備の供与は含まれていない。 

ア．ドゥシャンベ空港の航空管制システム（当初フランス Tales 社製の「EUROCAT 2000」

（製品名）を設置予定であったが、入札をかけることになったとのこと） 

イ．ホジャンド空港に設置する気象観測システム 

ウ．VHF/HF 通信設備（航空路用にも対応） 

併せて、EBRD スキームを使って PBN 導入に関する TA（技術支援）プロジェクトが実施され

ることになっており、CAA に対する法整備と制度構築、並びに TAN に対しては事業便益の分析

及び関係する業務と必要な人材について提言される予定である。 
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コンサルタントの選定は 8 月末に始まっており、10 月からプロジェクトを開始できることが期

待されている。飛行方式設計及び PBN 導入に係る CAA の法制度の確立は飛行方式の設定プロセ

ス及び個別の作業に密接に関係するものであり、当該プロジェクトの進捗に注視し、適切に情報

を交換するなどの連携措置を取ることが重要である。 

 

（４）JICAプロジェクトでの対応 

飛行方式設計のカウンターパートは、方式設計チームの 3 名を中心に活動する予定である。

4 名が PANS-OPS 基礎訓練を受け（前回の技術協力プロジェクト）、日本で開催された課題別

研修（PBN 飛行方式設計）も受講していたが、年配の 1 名が担当からはずれた。独自に養成し

た設計者はいないため、PBN 関連の基準について、リフレッシュ研修を実施する。 

ホジャンド空港、ボフタール空港及びクリャブ空港に関する WGS-84 空港座標の設定と空港

施設及び障害物の測量については、測量会社（現地企業 FAZO が実施）と各空港会社との間で

作業実施の契約が取り交わされているが、資金繰りに問題が生じて、ボフタール空港では未完

了、その他の空港では作業が実施されていない。当該作業は、プロジェクト関連作業の開始ま

でに完了する必要があるため、CAA に対して関連空港会社が適切に対応するように指導するこ

とを要望した。 

空港周辺の地図データについては、タジキスタンには WGS-84 座標への変換及び地図製作の

能力のある会社は複数社あり、PBN 飛行方式設計のために適切な地図情報及び範囲を備えた地

図を作成できることが確認できた。 

飛行検査・検証については、ロシア又はカザフスタンに PBN 方式での検査・検証を実施可能

な会社が存在することがわかっている。TAN の担当者によれば、タジキスタンでは、飛行検査・

検証は対象の所有者（例えば、ILS 装置は空港会社、新設の DME は TAN）が実施することに

なっている。飛行方式は関連する無線施設の所有者が実施することになるが、PBN 方式につい

ては不明とのことであり、事前に実施責任者を整理する必要がある。飛行検証を技術的に管理

する能力を向上させるため、PBN 方式に対しては内容を審査できる人材を日本の専門家が指導

することは効果がある。PBN 方式に対する管制方式の適応、管制官の訓練が必要であることも

認識されている。 

飛行方式設計システムについては、PBN 飛行方式の設計作業に必須であることが認識されて

おり、スロバキア製「PHX」（製品名、ASAP 社）が想定されている。PHX の資料によれば、

標準的な価格として、新規 1 ライセンスは 34,000 ユーロ、維持サポート費は年間 15,000 ユー

ロ（5 年契約）、3 週間のクラスルーム訓練が研修生 1 人当たり 6,000 ユーロとなっている。日

本製の飛行方式設計システムに比べると廉価な価格設定となっている。 

 

2.7 航空管制分野に係るICAOの勧告に対する改善措置の実施状況 

ドゥシャンベ空港の従来航法の飛行方式については、ILS RWY09/27 進入方式、STAR（到着方

式） RWY09/27、SID（出発方式） RWY09/27 を PANS-OPS（飛行方式設計の国際標準）で設

計し、その後、CAA の管理で航空会社の担当と方式設計チームが共同で検証・修正作業を行って

AIP チャート案まで作成された。場所を示す緯度経度の数値が従来方式と違っており、混乱を防

ぐため、通常使用される SID, STAR,及び ILS RWY09 進入方式を合わせて改正することになった
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ものである。CAA から確定の承認が取れれば、早晩、AIP が発行される見込みである。 

AIS 関連のマニュアルや NOTAM、AIP の発行手順に変更はない。前回のプロジェクトで作成

したマニュアル案も承認が取れておらず、内容についての見直し、再検討が必要との認識がもた

れている。何より、飛行方式を含めた AIS の提供業務が TAN の所掌となっていない点が根本的

な問題となっており、改善措置が具体化できない状況となっている。 

航空交通業務（ATS）、捜索救難業務（SAR）に関しては、前回のプロジェクトで ICAO 標準に

よる航空管制等の実施に関する海外の訓練機関での研修を実施し、国際的に通用する航空管制等

の基準及び運用方法を習得して実施能力を高めたところである。専門家の指導とともに運用方法

やマニュアルの改善に取り組み、プロジェクト終了後も TAN 内部の WG で検討が続けられるこ

とになっていたが、改定には至っていない。 

SMS に関しては運用マニュアルが整備され、安全性の管理に対する意識を高めるとともに実践

的な取り組みも実施されている。また、管制官飛行場管制シミュレータを使った訓練は定期的に

実施されている。訓練内容のシナリオも TAN の担当者で作成、修正することも実践されている。 

また、2018 年から EURO（EASA：欧州航空安全機構）による航空安全制度強化プロジェクト

が進行している。組織・機能の強化、SSP（State Safety Program）の策定等の支援が継続してい

る。 

TAN では ATC で使用する距離・高度の単位は km/m が使用されているが、これを国際的な標

準である NM（Nautical mile；海里距離）、feet（高度）に変換することを検討していたが中断し

ている。また、最低誘導高度（MVA）マップを作成する作業も中断している。両方とも前回のプ

ロジェクトの中でも指導したものであるが、ATC システムの更新に合わせて再開する予定になっ

ている。 

SAR：Search and Rescue 

MVA ：Minimum Vectoring Altitude 

NM：Nautical Mile 
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図 2-5 ILS RWY27進入方式（案） 

 

2.8 航空分野に係るわが国の支援 

航空分野に係る最近の我が国の支援は次のとおりである。我が国からの支援は、タジキスタン

独立後に発生した内戦などの混乱が収まった後に、経済基盤の整備、社会サービスの改善等が本

格的に開始された。航空分野については、2 件ではあるが産業開発に貢献する効果が期待される

プロジェクトが実施された。PBN 導入に係る能力開発プロジェクトは、航空管制能力強化プロジ

ェクトに引き続く、より高度な航空交通分野に係る技術支援プロジェクトとなる。 
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表 2-7 航空分野に係る我が国の支援実績 

案件名 スキーム 実施時期 概要 

ドゥシャンベ国際空港整備計画 無償 2014年～2018年 国際線貨物ターミナル施設、

その他付帯施設及び滑走路27

用ILS地上施設の設置 

航空管制能力強化プロジェクト 技プロ 2016年～2018年 航空管制官及び航空情報業務

職員の能力強化 

ILS: Instrument Landing System：計器着陸装置                  出典：JICAウェブサイト 

 

2.9 航空分野に係る他ドナーによる支援 

航空分野に係る最近の他ドナーによる支援は次のとおりである。フランス国及び EBRD は、長

年にわたって独立後のタジキスタンにおける航空分野の発達に寄与している。 

 

表 2-8 航空分野に係る他ドナーによる支援実績 

実施年度 機関名 案件名 金額 

（千US$） 

援助形態 概要 

2012-2014 フランス ドゥシャンベ空港
基本施設改良計画 

42,000 無償 滑走路、誘導路及びエプ
ロン改良（フランス軍に
よる直営工事） 

2012-2014 フランス ドゥシャンベ空港
新国際線ターミナ
ルビル建設計画 

54,600 有償（20%） 

無償（80%） 

鉄骨造２階建 

約12,000㎡ 

ボーディングブリッジ4基 

2014-2016 EBRD ホジャンド空港整
備計画 

7,200 有償＋自己
資金 

滑走路改修、航空保安施
設（無線施設・航空灯
火） 

2015-2018 

 

フランス ドゥシャンベ空港
新管制塔建設計画 

6,750 無償 管制塔建物の建設 

2018- 

 

EASA

（欧州航
空安全機
構） 

航空安全制度強化
プロジェクト 

- 無償 組織・機能の強化、SSP

（State Safety Program）の
策定等 

2019-2020 

 

EBRD タジキスタン航空
管制近代化計画 

 

9,200 

 

有償＋自己
資金 

ドゥシャンベ空港の航空
管制施設、ホジャンド空
港気象施設及び国内通信
施設の整備。PBN導入に
係る法制度の整備 

出典：EBRDウェブサイト等 
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第３章 プロジェクトデザインに係る調査結果 

 

3.1 プロジェクト名 

性能準拠型航法導入に係る能力開発プロジェクト 

（当初、「PBN導入および航空管制機材整備プロジェクト」であったが、航空管制機材の導入

は想定されないことから案件名が修正された。） 

 

3.2 実施機関 

タジクエアナビゲーション（TAN） 

 

3.3 対象グループ 

TANの飛行方式設計者、航空情報業務職員、航空管制官及び飛行検証担当職員（ドゥシャンベ

空港官署の約70名並びにホジャンド、ボフタール及びクリャブ空港の関係職員相当数） 

 

3.4 最終受益者 

直接受益者：TANの航空交通業務職員 

間接受益者：タジキスタンの空域を飛行する航空会社及びその利用者 

 

3.5 プロジェクト目標 

＜目標＞ 

 タジキスタンに性能準拠型航法による飛行方式が導入される。 

＜指標＞ 

少なくともドゥシャンベ国際空港およびホジャンド国際空港において、また少なくとも5本

の航空路で性能準拠型航法による飛行方式が有効になっており、航空会社が利用している。 

 

3.6 上位目標 

＜目標＞ 

 タジキスタン空域において航空機運航の効率性と安全性が向上している。 

＜指標＞ 

タジキスタンの4国際空港及び航空路において航空会社が性能準拠型航法による飛行方式を

利用している。 

 

3.7 アウトプットと活動 

プロジェクト目標を達成するために、次のようにアウトプットを計画した。 

＜アウトプット＞ 

 性能準拠型航法による飛行方式を整備する能力が開発される。 
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アウトプットの発現を確認するための指標と、アウトプットを発現するために必要な活動を次

のように計画した。 

＜指標＞ 

1   少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港においてWGS84座標／障害物件測量

が完了している。 

2   飛行方式設計システムが調達され必要なデータとともにインストールされている 

3   少なくとも2名の担当者が空域設計の基礎研修を修了している。 

4   少なくとも4名の設計者が性能準拠型航法による飛行方式設計リフレッシュ研修を修

了している 

5   少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において性能

準拠型航法による飛行方式の概略設計が完了している。 

6   少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において性能

準拠型航法による飛行方式の詳細設計が完了している。 

7   少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において設計

された性能準拠型航法による飛行方式の地上検証が完了している。 

8   少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において設計

された性能準拠型航法による飛行方式の安全性リスク評価が完了している。 

9   少なくとも2名の担当者が飛行検証に関する基礎研修を修了している 

10  少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において設計

された性能準拠型航法による飛行方式の飛行検証が完了している。 

11  少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路に関する新規

の性能準拠型航法による飛行方式のチャートが作成されている。 

12  少なくとも50名の航空管制官が新規の性能準拠型航法による飛行方式に係る研修を修

了している。 

13  少なくともドシャンベおよびホジャンド国際空港、並びに5本の航空路において、新

規の性能準拠型航法による飛行方式が航空路誌に公示されている。 

＜活動＞ 

1   WGS84座標／障害物件測量を実施する。 

2   飛行方式設計システムを調達し必要なデータとともにインストールする。合わせて操

作法訓練を実施する。 

3   空域設計の基礎研修を実施する。 

4   飛行方式設計者のリフレッシュ研修を実施する。 

5   性能準拠型航法による飛行方式の概略設計を行う。 

6   性能準拠型航法による飛行方式の詳細設計を行う。 

7   設計された性能準拠型航法による飛行方式の地上検証を行う。 

8   設計された性能準拠型航法による飛行方式の安全性リスク評価を行う。 

9   飛行検証の基礎研修を実施する。 

10  設計された性能準拠型航法による飛行方式の飛行検証を行う。 

11  新設される飛行方式のチャートを作成する。 
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12  航空管制官に対する新設の飛行方式に係る慣熟訓練を行う。 

13 新設される飛行方式を航空路誌に公示する。 

 

3.8 投入 

3.8.1 日本側投入 

 専門家 

- チーフアドバイザー／飛行方式設計 

- 安全性リスク評価／管制官訓練 

- 航空情報 

- 飛行検証 

- プロジェクト評価 

- その他必要に応じて 

 飛行方式設計システム 

 飛行検証の実施 

 研修（第三国） 

- 空域設計研修（2名） 

- 飛行方式設計システムソフトウェア研修（4名） 

- 飛行検証基礎研修（2名） 

- その他必要に応じて 

 備品及び資機材 

- 必要に応じて 

 

3.8.2 タジキスタン側投入 

 カウンターパート 

- プロジェクトダイレクター（TAN総裁） 

- プロジェクトマネージャー（TAN開発部長） 

- 飛行方式設計者 

- 航空管制官 

- 航空情報業務担当者 

- 飛行検証管理担当者 

 プロジェクト事務所 

- TAN本部内（机、椅子、インターネット回線） 

 WGS84座標／障害物測量の実施 

 プロジェクトに関連するデータ及び情報 

 運営維持管理費 

- プロジェクト事務所の経費 

- JICAが供与する以外の機材、材料の供給または交換 

- カウンターパートの国内旅費 

 



3 - 4 

3.9 外部条件 

 航空会社が関係する性能準拠型航法の航行許可／運航承認を取得する。 

 CAAが性能準拠型航法に関係する法制度を整備し、飛行方式に使用することを承認す

る。（EBRDによる制度支援プロジェクトとの連携） 

 CAAが全地球的航法衛星システム及びWGS84に関係する法制度を整備し、飛行方式に利

用することを承認する。（EBRDによる制度支援プロジェクトとの連携） 

 WGS84座標／障害物測量が完了して必要なデータが利用できる。 

 

3.10 前提条件 

 CAAが航空規則（Civil Aviation Rules）を修正して航空情報業務を追加するとともに、

航空情報業務及び飛行方式設計の所掌をTANに与える。 

 TANがタジキスタン側の投入のための予算を確保する。 

 TANがプロジェクトに関係する担当者を任命する。 

 

3.11 協力期間 

 2020年4月から3年（36ヶ月）間 

 

3.12 プロジェクト実施体制 

本プロジェクトは日本側の協力を受けてタジキスタン側（TAN）が実施するものである。プロ

ジェクト実施共同体制図を図3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図3.1 プロジェクト実施体制図 

 

それぞれの役割は以下のとおりである。 

タジキスタン側 

1) プロジェクトディレクター 

TAN総裁はプロジェクト全体を管理し、実施する責任者である。 

タジキスタン側 

 

プロジェクトディレクター 

（関連機関） 

 

 
 

プロジェクトマネージャー 

共同プロジェクトマネージャー 

飛行方式設計者 

航空管制官 

航空情報業務職員 

飛行検証管理職員 

 

日本側 

 

JICA 専門家 

JICA タジキスタン事務所 

（日本大使館） 

 

 

 

JICA 専門家 

合同調整委員会 

 

議長 

プロジェクト 

ディレクター 

 

 

 

 

（日常活動） 

 

プロジェクトメンバー 
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2) プロジェクトマネージャー 

TAN開発部長はプロジェクトを管理、運営し、推進させる。 

3) 共同プロジェクトマネージャー 

TANメインセンター副部長（航空情報業務担当）は航空情報業務に関係する技術的事項に

ついて総括する。 

4) カウンターパートメンバー 

以下のTANの関係職員が実務担当としてプロジェクトに配置される。 

- 飛行方式設計者 

- 航空管制官 

- 航空情報業務職員 

- 飛行検証管理職員 

 

日本側 

1) JICA専門家 

各JICA専門家はプロジェクトの実施に伴う状況に応じて、必要な技術的な指導、助言及び

提案を与える。 

 

3.13 合同調整委員会（JCC） 

以下を目的として合同調整委員会を結成し、プロジェクト開始後、少なくとも年に1回及び必

要に応じて、委員会を開催する。 

 プロジェクトの進捗のレビュー 

 必要に応じてプロジェクトの全体計画の変更 

 プロジェクトの年間活動計画の承認 

 プロジェクトの評価 

 プロジェクト実施中に発生した主要課題についての意見交換 

 

合同調整委員会の構成は以下のとおりとする。 

プロジェクトチーム 

1) プロジェクトダイレクター（TAN総裁） 

2) プロジェクトマネージャー（TAN開発部長） 

3) 共同プロジェクトマネージャー（TANメインセンター副部長（航空情報業務担当）） 

4) カウンターパートメンバー 

5) JICA専門家 

6) JICAタジキスタン事務所長及び関係職員 

7) カウンターパート及びJICAが同意した関係者 

 

必要に応じて、タジキスタン側が選定したメンバー 

1) 協力会社 

2) タジキスタン側が必要と考える関係者（コンサルタント、工学技師等） 
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必要に応じて、日本側が選定したメンバー 

1) JICA本部、国内事務所及び海外事務所から派遣された職員 

2) 日本大使館職員 

3) 日本側が必要と考える関係者 

 

3.14 プロジェクト実施上の留意点 

1) 本プロジェクトに必要なTAN業務上の配慮 

本プロジェクトでは、ほぼ全期間にわたって、飛行方式設計者が主に活動する。飛行方式の品

質を維持するために作業プロセスが決められており、ICAOのガイドラインに従って段階的に実

施するためのスケジュール管理も重要である。飛行方式設計者以外のカウンターパートは、航空

管制、安全性リスク管理、航空情報及び飛行検証の担当となるが、これらの職員は作業プロセス

上の適切な時期にプロジェクトに投入される必要がある。 

本プロジェクトでは、これらのカウンターパートは航空管制官、航空情報担当職員等から任命

されるものと考えられ、既存業務との競合を避け、複数の職員が効率的に作業に従事できるよう

配慮される必要がある。既存業務との兼務に関しては、関係部署全体で協力するとともに、プロ

ジェクト担当者が休暇の取得や報酬面でも不利にならないようにプロジェクト活動日程や勤務日

時が調整され、予算的に措置されることが重要である。 

予算面に関しては、過去5年間のTANの経常収支は収入が支出を上回っており、収入はここ2年

間は増加している。航行援助料がTANの主な収入源と考えられるが、航空交通量は増えており、

今後も増加傾向が続くと予想されることから、EBRDローンの返済等もあるが、本プロジェクト

の実施に関しては十分な経費の捻出は可能であると考えられる。 

 

2) 法制度の整備及びEBRD支援プロジェクトとの連携 

タジキスタンにおいては、航行援助業務に関する法制度の確立が進んでおらず、CAAの体制も

整っていない状況にある。また、TANとの承認権限や所掌業務の分担も確立しておらず、航空情

報業務及び飛行方式設計の具体的な作業に関してTANに所掌が移るように制度が変更される必要

がある。 

特に、最新の飛行方法であるPBNに関しては、使用する位置座標系（WGS84）や航法衛星シス

テム（GNSS）仕様等世界的に共通の基準や指針がICAOによって定められており、関係国は法制

度の適応と実施体制の整備が求められている。PBN飛行方式の設計や実用化までの一連の作業

は、これらの法制度と品質管理、承認手続きの体制が整って初めて進められるものであり、関連

する法制度を整備又は運用するCAAとは十分な調整を行い、根拠となる基準又はマニュアルが整

い、飛行方式の設計成果が適切な時期に承認されるように働きかける必要がある。また、使用す

る側の航空機又は航空会社がPBNに関連する航行許可（運航承認を含む）を航空当局から取得す

る必要があり、そのための基準と申請のためのガイドライン又は手順が整備されなければならな

い。 

このように国際的にルールが定められた新しい飛行方式の導入には当該国の法制度の改善は必

須であるが、この点に関してはCAA及びTANに対してEBRDによる技術支援プロジェクトが実施
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される予定となっている。EBRDプロジェクトは、今年の10月からの開始予定であり、18ヵ月の

予定期間は、JICAプロジェクトより先行して1年程度重なることになる。関連する法令やガイド

ライン、承認プロセスの確立がJICAプロジェクトより先行することが必要であり、EBRDプロジ

ェクトの進捗を注視し、適切に連携することに努めなければならない。 

 

3) 飛行方式設計システムの使用 

PBN飛行方式の設計作業は複雑で、高度な技能を要することから、一般的には専用のソフトウ

ェアを装備した飛行方式設計システムを使用して作業する。ICAO 飛行方式の品質マニュアルに

は設計ソフトウェアの品質が規定され、その使用が推奨されている。専用のソフトウェアは

ICAOが定めたPBN飛行方式の設計基準を網羅するもので、想定される飛行方式を設計できる機

能があることを重視し、WGS84座標系に合致した地形情報や障害物情報、航空情報等をデータ

ベースとして使用する。飛行方式設計システムの使用は、作業効率、品質管理及び設計内容を維

持する点からも有効なものである。 

本プロジェクトにおいても、飛行方式設計システムの使用は不可欠であり、TANの業務内容や

使用環境を考慮して製品を選定されるべきである。操作やデータ管理の容易さ、システムの扱い

やすさ、メーカーサポートの充実、並びに設置費用及び維持費用の経済性についても考慮すると

ともに、初期設定や操作法の研修等の充実度も考慮されるべきである。また、TANの技術系の職

員がハード、ソフト両面から対応できるように体制を整えることにも留意する。 

 

4) タジキスタン側投入の適切な履行 

本プロジェクトは、PBN飛行方式の設計及び実用に資することを目的としたもので、飛行方式

設計の一連の作業が活動の大半を占める。これらの活動は、主に飛行方式設計者によって実施さ

れる。作業過程の中で、飛行方式の要件を協議する場合又は設計案に対して検証する場合におい

て、運航者等の関係者と関わってくる。その他にも、飛行方式設計成果を航空情報化する作業、

飛行方式の安全性リスク評価する作業及び飛行検証に関する作業の時には、関係部署の職員が対

象になるとともに、全ての航空管制官に対してはPBNに関する管制方法についての訓練を実施す

る。これら飛行方式設計者以外に対しては、特定の時期に活動することになる。 

本プロジェクトにおいては、飛行方式設計に関する一連の作業は約1年間の工程とし、対象空

港（航空路を含む）を二つに分けて2回繰り返す計画となっている。それぞれ作業工程及び実施

時期がほぼ固定されることから、タジク側の投入が適切に実施されることが重要となる。飛行方

式設計者については、航空管制官または航空情報の担当との兼務とされており、活動の大半を占

める彼らの就業率が作業成果を左右するため、TAN側の確実な対応を注視し、必要があれば改善

を求めるなど活動環境に留意する必要がある。特に、専門家が不在の期間においても、自発的に

活動が継続するように作業の内容やスケジュール、定期的な報告等をあらかじめ決めることで、

活動状況を共有し、問題がある場合には迅速に対応策を取るように努める。 
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第４章 プロジェクトの事前評価結果 

 

4.1 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトはタジキスタンの開発戦略、日本の援助政策及び開発ニーズ等

に十分合致していることから、プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 内陸国であるタジキスタンにとって、航空交通は国際社会との交流を確実にする上で極めて

重要であり、航空管制官・航空情報業務職員の能力を向上することは対象社会のニーズに合

致している。 

 TANはタジキスタンの唯一の航空管制機関であり、プロジェクト実施機関として妥当であ

る。 

 「2025年までのタジキスタン運輸セクター開発戦略」では、タジキスタンの経済発展を担保

するために航空輸送の整備・強化の必要性を掲げており、本プロジェクトは戦略目標に合致

する。 

 我が国の「対タジキスタン共和国援助方針」では、「持続的な経済・社会発展が可能な国づ

くり支援」の基本方針の下、「経済インフラ整備」を重点分野の一つに掲げている。本プロ

ジェクトは開発課題の一つである「運輸セクター整備」の中に位置づけることができる。 

 TANは、PBNの導入に向けて「PBN Implementation Plan for the Period of 2017 to 2022」を作成

しており、PBN飛行方式の導入支援はこの方針にも合致する。 

 我が国は、フィリピン、インドネシア、東メコン（カンボジア、ラオス、ベトナム）、ミャ

ンマー、マラウイで類似技術協力の実績があり、本プロジェクトに必要な技術的優位性を有

している。 

 

4.2 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの目標は概ね達成され、有効性は高いと判断される。 

 アウトプットの計画の適切性：本プロジェクトで計画しているアウトプット（PBN飛行方

式を整備する能力が開発されている）は、TANの航空管制官・航空情報業務職員が満たす

べき目標となっており、プロジェクト目標（タジキスタンにPBN飛行方式が導入されてい

る）を達成するために必要かつ十分な計画となっている。 

 プロジェクト目標の適切性：ターゲットグループが明確であり、技能の習熟に十分な時間

を確保していることから、プロジェクト期間中に目標を達成することは十分可能と考えら

れる。 

 プロジェクト目標の指標の適切性：プロジェクト目標の指標は、プロジェクトによる具体

的な効果が確認されるよう適切に設定されており、プロジェクト目標の達成を測る指標と

して適切である。 

 外部条件が満たされる可能性（１）：本プロジェクトで設計したPBN飛行方式が使用され

るには航空会社がPBNによる飛行についてCAAの承認を得る必要であるが、CAAもその重

要性は認識していること、承認に要する時間も含めたプロジェクト期間の設定としている

ことから、当該外部条件が満たされる可能性は十分にある。 
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 外部条件が満たされる可能性（２）：PBNの飛行方式の設計結果及びGNSS・WGS84の導

入がCAAに承認される必要があるが、CAAもその重要性は認識していること、並行して

EBRDがCAAに対して人材育成プロジェクトを行っていることから、当該外部条件が満た

される可能性は十分にある。 

 

4.3 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトは効率的な実施が期待できる。 

 活動の計画の適切性：活動の内容はTANとの協議を通じて十分に検討され、過不足のない

計画となっていることから、効率的な活動計画となっている。 

 投入の計画の適切性：本プロジェクトでは、カウンターパートによる活動の要所に専門家

の投入を計画し、第三国の研修機関を活用する、事業工程の障害となる可能性がある部分

（飛行方式設計システムの導入・飛行検証）について日本側投入を計画する等、効率的な

アウトプットの発現に向けて、適切な計画がなされている。 

 他ドナーとの連携：EBRDはCAAに対する法令整備支援、TANに対しPBN導入の費用便益

分析等を行うことととしており、本プロジェクトとの相互補完関係が非常に高い。プロジ

ェクト実施中においても、EBRDとの連携を密に行い、作業工程を調整することで、本プロ

ジェクトの効果が上がると考えられる。 

 

4.4 インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように見込まれる。 

 プロジェクト目標と上位目標の関連性：上位目標はプロジェクトで設計したPBN飛行方式

が、承認され、実用化されることで達成されるものであり、プロジェクト目標と上位目標

は密接に関連している。 

 外部条件が満たされる可能性：本プロジェクトで設計したPBN飛行方式の実用化及び

GNSS・WGS84の導入にあたっては、CAAの承認が必要となっている。CAAもその重要性

は認識していることから、外部条件「航空会社のPBNによる飛行の承認」及び「PBNの飛

行方式の設計結果及びGNSS・WGS84の導入の承認」が満たされる可能性は十分にある。

なお、承認にあたっては、CAAに適宜情報共有を行い、プロジェクト効果が発現されるよ

う連携する必要がある。 

 

4.5 持続性 

以下の理由から、本プロジェクトの持続性は高いと推定される。 

＜政策面＞ 

 「2025年までのタジキスタン運輸セクター開発戦略」では、タジキスタンの経済発展を担

保するために航空輸送の整備・強化の必要性を掲げており、2025年まで政策面からの持続

性は維持されるものと思われる。 

＜組織・財政面＞ 

 TANは国有企業であること、また、2018年には3人の管制官を新たに採用する等、人材を強

化していることから、協力終了後も活動を継続する組織能力がある 
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 TANの2019年の経常損益は約3.0百万米ドルの黒字であり、また、管制塔の新設に合わせ

て、隣接する運用センターも施設の内装を改修する等、財政は回復状況にある。今後PBN

飛行方式を導入し空港を発着又は上空を通過する航空機が増加すれば、航行援助料収入の

増加が期待されるため、協力終了後も、活動継続のための財政能力があると言える。 

＜技術面＞ 

 本プロジェクトを通じてPBN飛行方式設計能力が獲得されることにより、協力後も、職員

は新規またはその他の航空路についても当該飛行方式による経路設計が可能となる。 

 本プロジェクトを通じて強化された航空情報業務の能力を活用することで、協力終了後も

航空路誌（AIP）を更新することが可能である。 

 

4.6 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトが貧困層、社会的弱者等に影響を与えることは考えられない。環境に対して

は、PBNによる飛行経路の位置は柔軟に決めることができるので航空機騒音の軽減に配慮した飛

行方式の設計に努める必要がある。ジェンダーに関しては、本プロジェクトの直接的裨益対象で

ある航空交通業務職員に現時点で女性がいないことから、本プロジェクトが正または負の影響を

与えることは想定されない。 

 

4.7 過去の類似案件からの教訓の活用 

タジキスタン国「航空管制能力強化プロジェクト」（2016年～2018年）の終了時評価では、第

三国における研修が比較的低コストで高度な研修の実施につながったとして効率的であったとの

教訓が得られている。本プロジェクトにおいても、飛行方式システムの使用、空域設計及び飛行

検証について、第三国研修（我が国での研修を含む）を活用し効果的に能力向上を図る。 

 

4.8 今後のモニタリング・評価計画 

プロジェクト期間中は、半年ごとに専門家とカウンターパートが共同でJICA指定フォームのモ

ニタリングシートを作成し、JICAタジキスタン事務所に提出する。なお、このモニタリングシー

トは前述の合同調整委員会におけるプロジェクトの全体的な進捗のレビューにも使用される。 

プロジェクト終了時には、JICA指定の内容を網羅したプロジェクト完了報告書を専門家とカウ

ンターパートが共同で作成し、JICAに提出する。 

さらに、プロジェクト終了3年後を目途に、JICAが外部委託による事後評価を行う。 
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